
(単位：円)

貯 蔵 品 104,171

負 債 合 計

（純資産の部）

退 職 給 付 引 当 金

その他利益剰余金

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

立 替 金 3,315

30,000,000

利 益 剰 余 金 767,874,323

資 本 金

31,991,055

預 り 金

797,874,323

3,228,632

862,074

797,874,323

7,500,000利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

760,374,323

有 形 固 定 資 産

長 期 預 金

賞 与 引 当 金

300,000,000

3,322,270

5,323,617

1,586,834器 具 備 品 102,689

303,464,370

29,417,956

前 払 費 用

建 物 附 属 設 備

資産合計 829,865,378

固 定 資 産

30,404,221

11,504,646

303,322,270

未 払 消 費 税 等

363,852

未 収 金

493,728,923

未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金 未 払 金

金    額

3,570,300

526,401,008

3,146,643

39,411

損 保 預 り 金

142,100

固 定 負 債 1,586,834

5,551,100

829,865,378

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

686,796,000

繰越利益剰余金

金    額

（負債の部）

未 払 費 用

株 主 資 本

73,578,323

（資産の部）

科   目

流 動 負 債流 動 資 産

(  2026年 3月31日  現在 　)

貸 借 対 照 表

科   目



(単位 ： 円)

52,077,377

52,077,377

35,258,187

受 取 利 息

雑 収 入 74,589 499,728

15,753,609

税 引 前 当 期 純 利 益

16,819,190

経 常 利 益

51,577,649

法 人 税 等 調 整 額

法人税・住民税及び事業税

科　　　　　　　　　目

人 件 費 93,256,286

金　　　　　　　　額

425,139

手 数 料 収 入

40,633,409

営 業 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

1,065,581

損益計算書

（　自　2025年　4月　1日　　至　2026年　3月　31日　）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

185,467,344

133,889,695物 件 費



別途積立金 繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 30,000,000 7,500,000 666,796,000 73,500,136 747,796,136 777,796,136 777,796,136

当 期 変 動 額

　剰余金の配当 － － － △ 15,180,000 △ 15,180,000 △ 15,180,000 △ 15,180,000

　別途積立金の積立 － － 20,000,000 △ 20,000,000 － － －

　当期純利益 － － － 35,258,187 35,258,187 35,258,187 35,258,187

当 期 変 動 額 合 計 － － 20,000,000 78,187 20,078,187 20,078,187 20,078,187

当 期 末 残 高 30,000,000 7,500,000 686,796,000 73,578,323 767,874,323 797,874,323 797,874,323

株主資本等変動計算書

純資産合計
利　益
準備金

（自 2025年 4月 1日　　至 2026年 3月 31日）

利益剰余金

利　益
剰余金
合　計

株　主　資　本

株主資本合計
その他利益剰余金

資本金

（単位：円）



主として最終仕入原価法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)によっています。

1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

つきましては、定額法によっています。

その他は、定率法によっています。

社員に対する支払いに備えるため、翌期における支給見込額のうち当期負担額を計上しています。

退職給付に関する注記に記載しています。

手数料収入については、保険代理店委託契約書等の定めに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、保険契約者の支払った保険料に一定の料率を乗じること等により算定された金額によって収益を計上しています。

会計上の見積りにより当事業年度に係る決算関係書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る決算関係

繰延税金資産

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりです。
親法人に対する債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

個　別　注　記　表

1  重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品

(2) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウェアは、見込利用可能期間(5年)による定額法を採用しています。

(3) 引当金の計上基準

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

(4) 収益及び費用の計上基準

2  会計上の見積りに関する注記

書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

3,322,270円

3  貸借対照表に関する注記

未 払 金 7,629,901円

建 物 附 属 設 備 398,525円
器 具 備 品 1,027,991円

計 1,426,516円



関係会社との取引高

親法人との取引高

(1)採用する退職給付制度

　 　 社員の退職により支給する退職給付にあてるため退職一時金制度（非積立型）を採用しています。 

 退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。

 退職一時金制度は、簡便法（期末自己都合退職要支給額を採用）により退職給付引当金及び退職給付費用を

 計算しています。

 この他に、複数事業主制度の厚生年金基金制度（日生協企業年金基金）に加入していますが、自組合の拠出

 に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、要拠出額を退職給付費用として処理して

 います。

(2)簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

退職給付引当金の期末残高 円

(3)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円
年金基金掛金 円
出向受入社員退職給付費用 円

円

(4)企業年金基金制度について

　 ①制度全体の積立状況に関する事項

年金時価資産額（2026年3月末日） 円

数理債務の額（2025年3月末日） 円

差引額 円

　 ②制度全体に占める当組合の掛金割合（2026年3月末日）・・・0.00865％

　 ③補足説明

　

2,628,084               

578,750                 

4  損益計算書に関する注記

営 業 取 引 53,237,501円

5  退職給付に関する注記

1,620,000               

1,586,834               

578,750                 
257,928                 

2,529,200               

・基準日時点の数理債務は今後の加入者の増減と給付支払の状況により変動します。
・過去勤務債務残高はありません。
・2024年度の繰越剰余金は12,051,499,953円です。内訳は、2024年3月31日基準の財政再計算結果を反
　映した別途積立金11,985,877,479円と剰余金相当額65,622,474円の合計額となります。

3,365,878               

この他に、社員については日生協企業年金基金に加入していますが、複数の事業主により設立された企業
年金である総合設立型基金のため退職給付債務等は計上していません。なお、要拠出額を退職給付費用と
して処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

47,738,380,945          

34,927,811,000          

12,810,569,945          



普通株式

配当金の総額

配当の原資

1株当たり配当額

基準日

効力発生日

2026年6月5日開催の定時株主総会において、次の議案を付議します。

配当金の総額

配当の原資

1株当たり配当額

基準日

効力発生日

繰延税金資産

賞与引当金

退職給付引当金

未払事業税

未払費用

その他

繰延税金資産合計

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の重要な差異の原因と

法定実効税率

(調整）

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しています。一時的な余裕資金は安全性の高い金融資産で

運用しています。

1,886,158円

6  株主資本等変動計算書に関する注記

460株

2025年6月6日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しました。

15,180,000円

利益剰余金

33,000円

(1) 当会計期間の末日における発行済株式の数

(2) 当会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項

2025年3月31日

2025年6月30日

15,180,000円

利益剰余金

33,000円

(3)当会計期間後に行う剰余金の配当に関する事項

2026年3月31日

2026年6月30日

7  税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

546,897円

住民税均等割 0.35％

305,433円

21,567円

3,322,270円

なった主要な項目別の内訳

34.59％

562,215円

8  金融商品に関する注記

△2.64％

32.30％



② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

事業債権である未収金は、金額の大半が取引先である保険会社に対するものであります。事業債務である未払金、

損保預り金は、そのほとんどが2ヶ月以内の支払期日となっています。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

長期預金

 当社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有していますが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的

に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

共同管理監査費等
社員の出向受入

　（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しています。

　（注2）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めています。

1,734,509円40銭

1株当たり当期純利益 76,648円23銭

11  1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額

社員の受入

直接60.9％

共 済 生 活

連 合 会

10  関連当事者との取引に関する注記

当社業務の受託

会 社 等 の 名 称

パ ル シ ス テ ム

協 同 組 合

議決権の所有

被所有
（注1）との関係

役員の兼任

37,928,311
未払金 7,629,901

2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
なお、現金は注記を省略しており、預金及び未収金、未払金、損保預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似することから、注記を省略しています。

科目 貸借対照表計上額 時　　　価 差額

300,000,000

親法人

属性

9  資産除去債務に関する注記

(被所有)割合
科目

取引金額

15,309,190

長期預金の時価は、元金利の合計額を同様の新規預け入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しています。

（注2）

296,232,064 △ 3,767,936

(単位 ：円)

期末残高

（注2）

(単位 ：円)
関連当事者 取引の内容
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